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連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ５社
連結子会社の名称
綜研テクニックス株式会社、綜研化学（蘇州）有限公司、寧波綜研化学有限公司、Soken Chemical
Asia Co., Ltd.、綜研高新材料（南京）有限公司

2. 連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社のうち、綜研化学（蘇州）有限公司、寧波綜研化学有限公司、Soken Chemical Asia Co.,

Ltd.および綜研高新材料（南京）有限公司の決算日は12月31日であります。
連結計算書類作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連

結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

3. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準および評価方法
① 有価証券

その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のもの

……………決算期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均
法により算定）

市場価格のない
株式等

……………移動平均法による原価法

② デリバティブ……………………時価法
③ 棚卸資産
a. 製品、商品、原材料、

仕掛品、貯蔵品
……移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）
b. 未成工事支出金………………個別法による原価法



― 2 ―

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）………………主として定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備および構築物については、定額法を採用しております。
なお、主要な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ７〜50年
機械装置及び運搬具 ４〜17年
使用権資産 50年

また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却してお
ります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）………………定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。
③ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

② 賞 与 引 当 金………従業員の賞与に充てるため、期末日後の支給見込額のうち当連結会計年度負
担分を計上しております。

③ 役 員 賞 与 引 当 金………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結
会計年度の負担額を計上しております。

④ 完成工事補償引当金………完成工事の無償補修に備えるため、過去の実績を基礎に、将来の補償見込額
を加味して計上しております。

⑤ 工 事 損 失 引 当 金………受注工事に係る将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、かつ、
その損失見込額を合理的に見積もることができる工事について、当該損失見
込額を計上しております。
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（4）重要な収益および費用の計上基準
① ケミカルズセグメント………ケミカルズセグメントにおいては、主に粘着剤関連製品の製造及び販売を行

っております。当社の国内販売においては、出荷時から製品の支配が顧客に
移転される時までの期間が通常の期間であるとして出荷時に収益を認識し、
輸出販売においては主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリ
スク負担が顧客に移転した時に収益を認識しております。連結子会社につき
ましては、製品を顧客に引き渡した時点又は顧客が検収した時点において顧
客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されたものと判断し収
益を認識しております。
なお、当社及び連結子会社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに
支払期日が到来し、契約に重大な金融要素は含まれておりません。

② 装置システムセグメント………装置システムセグメントにおいては、主に工事契約を締結しております。一
定の期間にわたり充足される履行義務は、期間がごく短い工事を除き、履行
義務の充足に係る進捗度を見積もり当該進捗度に基づき収益を一定の期間に
わたり認識しております。また、期間がごく短い工事については、一定の期
間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識す
ることとしております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法
は、見積総原価に対する実際原価の割合(インプット法)で算出しておりま
す。

（5）退職給付に係る会計処理の方法
① 退 職 給 付 見 込 額 の

期 間 帰 属 方 法
…退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期
間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

② 数 理 計 算 上 の 差 異
および過去勤務費用
の 費 用 処 理 方 法

…数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

（6）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 外貨建の資産および負

債の本邦通貨への換算
基準

…外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。

② 控除対象外消費税等の
会計処理

…資産に係る控除対象外消費税および地方消費税は、当連結会計年度の費用と
して処理しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産 18,883,370千円
無形固定資産 669,370千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
当社グループは、固定資産の減損会計の適用にあたり、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小

単位によって資産のグルーピングを行っております。減損の兆候があると認められる場合には、中期経営計
画を基礎とする資産グループごとの将来の事業計画に基づき算定された割引前将来キャッシュ・フローの総
額と帳簿価額を比較することによって減損損失の認識の要否を判定しております。割引前将来キャッシュ・
フローの総額が帳簿価額を下回り、減損損失を認識すべきであると判定した場合は、固定資産の帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。
当連結会計年度において、ケミカルズ及び装置システムの営業活動から生ずる損益が継続してマイナスと

なっていないことから、減損の兆候があると認められず、減損損失は計上しておりません。
② 主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フローの算出における主要な仮定は、当社グループの管理会計上の区分を考慮し

た収益源泉の形態毎の割引前将来キャッシュ・フローの見積りであります。
③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
減損の兆候の把握、減損損失の認識および測定にあたっては慎重に検討しておりますが、事業計画や市場

環境の変化など、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、当社グループの財政状態および
経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（会計方針の変更に関する注記）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日）等を当連結

会計年度の期首から適用しております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 33,937,778千円

2. 電子記録債権割引高、電子記録債権譲渡高
電子記録債権割引高 560,843千円
電子記録債権譲渡高 1,964,417千円

3. 国庫補助金等受入により取得価額から直接減額した価額の内訳
建物 63,908千円
機械装置 367,323千円
土地 33,170千円
その他 10,630千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類および総数

普通株式 8,300,000株

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当金 基準日 効力発生日

2024年６月26日定時株主総会 普通株式 利益剰余金 786,750千円 95円 2024年３月31日 2024年６月27日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当金 基準日 効力発生日

2025年６月25日定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,036,251千円 125円 2025年３月31日 2025年６月26日
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については主に銀行借入
や社債発行等により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、
投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容およびそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。有価証券は譲渡性預金であり、発行体の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業務上
の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、1年以内の支払期日であります。借入金のうち、

短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。
デリバティブ取引は、外貨建ての債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした通貨スワ

ップ取引であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、営業部門が取引先の状況を定期的にモニ
タリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク
当社は、外貨建ての債権について、為替の変動リスクに対して通貨スワップを利用してヘッジしてお

ります。
投資有価証券については、定期的に時価を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を検討し

ております。
デリバティブ取引については、取引権限および取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当部

門が決裁責任者の承認を得て行っております。
③ 資金調達に係る流動性リスク

当社グループは、各部門からの報告に基づき資金担当部門が、適時に資金計画を作成・更新すること
により、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注２）を参照
ください。）。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権、支
払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金及び未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額
（1）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 7,571,597 7,571,597 −
（2）長期借入金（※1） （2,583,900） （2,585,891） 1,990
（3）デリバティブ取引（※2） （22,330） （22,330） −

（※1）1年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注１）デリバティブ取引に関する事項
ヘッジ会計が適用されていないもの
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日にお

ける契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益は、次のとおりであります。

通貨関連
（単位：千円）

区分 デリバティブ
取引の種類等

契約額等
時価 評価損益

うち１年超

市場価格以外の
取引

通貨スワップ取引
売建
人民元

620,400 − △1,840 △1,840
2,182,499 − △20,490 △20,490

合計 2,802,899 − △22,330 △22,330

（注２）市場価格のない株式等
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 4,981

こちらは、「（1）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
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3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

株式 71,597 − − 71,597

資産計 71,597 − − 71,597

デリバティブ取引

通貨関連 − 22,330 − 22,330

負債計 − 22,330 − 22,330
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（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

譲渡性預金 − 7,500,000 − 7,500,000

資産計 − 7,500,000 − 7,500,000

長期借入金 − 2,585,891 − 2,585,891

負債計 − 2,585,891 − 2,585,891

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。一方で、譲渡性預金は短期間で期日が到来するため時価は帳簿
価額にほぼ等しいことから、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の
時価に分類しております。

デリバティブ取引
通貨スワップの時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算

定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（収益認識に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

セグメント ケミカルズ 装置システム 合計

商品ユニット
粘着剤 31,972,982 − 31,972,982
微粉体 3,002,460 − 3,002,460
特殊機能材 2,944,668 − 2,944,668
加工製品 6,992,933 − 6,992,933
装置システム − 2,720,798 2,720,798

顧客との契約から生じる収益 44,913,044 2,720,798 47,633,842

主たる地域市場
日本 13,772,999 2,609,154 16,382,153
中国 27,170,185 7,260 27,177,445
その他 3,969,859 104,384 4,074,243

顧客との契約から生じる収益 44,913,044 2,720,798 47,633,842

2. 収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注

記等） 3．会計方針に関する事項 （4） 重要な収益および費用の計上基準」に記載のとおりです。
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3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権

受取手形 367,273 131,173

売掛金 8,419,548 8,446,650

電子記録債権 2,299,885 2,629,904

合計 11,086,706 11,207,728

契約資産 612,846 198,843

契約負債 485,439 223,127

契約資産は、装置システムセグメントにおける工事契約において、進捗度の測定に基づいて認識した収益
にかかる未請求売掛金であります。契約資産は、顧客の検収時に売上債権へ振替えられます。契約負債は、
主に工事契約における顧客からの前受金であり、連結貸借対照表上、流動負債のその他に含まれておりま
す。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、165,185千円

であります。また、当連結会計年度において、契約資産が414,003千円減少した理由は、主に設備関連の工
事完成高が減少したことによるものです。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予

想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。残存履行義務に配分した取引
価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下の通りであります。

（単位：千円）

収益の認識が見込まれる期間 残存履行義務に配分
した取引価格の総額

１年以内 2,779,937

１年超２年以内 400,915

２年超 ―

合計 3,180,853
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（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 2,292円11銭
2. １株当たり当期純利益 264円18銭
（注）2025年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、当連結

会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり情報の各金額を算定しております。

（重要な後発事象に関する注記）
当社は、2025年２月18日開催の取締役会において、2025年４月１日付で株式分割及び株式分割に伴う定

款の一部変更を行いました。

１. 株式分割について
（１）分割の目的
当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、投資家の皆様がより投資しやすい環境を整えることで、当社

株式の流動性を高め、投資家層の更なる拡大を図ることを目的としております。

（２）株式分割の方法
2025年３月31日（月）を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株

式を、１株につき２株の割合をもって分割いたしました。

（３）分割により増加する株式数
① 株式分割前の発行済株式総数 8,300,000株

② 今回の分割により増加する株式数 8,300,000株

③ 株式分割後の発行済株式総数 16,600,000株

④ 株式分割後の発行可能株式総数 66,400,000株

（４）分割の日程
① 基準日公告日 2025年３月14日（金）

② 基準日 2025年３月31日（月）

③ 効力発生日 2025年４月１日（火）
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２. 株式分割に伴う定款の一部変更
（１）変更の理由
今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2025年４月１日（火）をもって当社定款

第６条に定める発行可能株式総数を変更いたしました。

（２）変更の内容 （下線は変更箇所）
変更前 変更後

（発行可能株式総数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は、3,320万株

とする。

（発行可能株式総数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は、6,640万株

とする。

（３）定款変更の日程
① 取締役会決議日 2025年２月18日（火）

② 効力発生日 2025年４月１日（火）

（その他の注記）
金額の端数処理
金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準および評価方法
（1） 有価証券
① その他有価証券

市場価格のない
株式等以外のもの

………決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に
より算定）

市場価格のない
株式等

………移動平均法による原価法

② 子会社株式および
関係会社出資金

………移動平均法による原価法

（2） デリバティブ………………時価法
（3） 棚卸資産

製 品、 商 品、
原材料、貯蔵品

………移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産…………………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備および構築物については、定額法を採用しております。
なお、主要な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ７〜50年
機械装置及び運搬具 ４〜17年

また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却しており
ます。

（2）無形固定資産…………………定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

3. 引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金…………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金…………従業員の賞与に充てるため、期末日後の支給見込額のうち当事業年度負担分
を計上しております。

（3）役 員 賞 与 引 当 金…………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業
年度の負担額を計上しております。
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（4）退 職 給 付 引 当 金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および
年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金および退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

① 退職給付見込額
の期間帰属方法

…………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差
異および過去勤
務費用の費用処
理方法

…………数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。
未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の貸借対照表における取
扱いが連結貸借対照表と異なります。

4. 収益および費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点

（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
当社は主に粘着剤関連製品の製造及び販売を行っております。国内販売においては、出荷時から製品の支配

が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるとして出荷時に収益を認識し、輸出販売においては主に
インコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時に収益を認識しております。
なお、当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重大な金融要素は含

まれておりません。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）外貨建ての資産

および負債の本邦
通貨への換算基準

…………外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。

（2）控除対象外消費税
等の会計処理

…………資産に係る控除対象外消費税および地方消費税は、当事業年度の費用として
処理しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
1. 固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 6,491,352千円
無形固定資産 606,101千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）固定資産の減損（2）識別した項目に係る重要な会計上

の見積りの内容に関する情報」に記載した内容と同一であります。

2. 関係会社株式および関係会社出資金
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 1,563,017千円、関係会社出資金 5,221,513千円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社が保有する関係会社株式及び関係会社出資金は非上場であり市場価格の把握が極めて困難であるた
め、関係会社の財政状態悪化により株式又は出資金の実質価額が帳簿価額より50％以上下落した場合に著
しく実質価額が低下したものと判断し、今後の回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除
き、期末において減損処理を行うこととしております。
関係会社株式及び関係会社出資金の評価における主要な仮定は、純資産を基礎とした実質価額でありま

す。
当事業年度末において関係会社５社のうち１社の実質価額は、関係会社株式又は関係会社出資金の帳簿

価額を下回っておりますが、実質価額は株式又は出資金の帳簿価額の50％を超える水準にあるため、減損
処理は行っておりません。今後関係会社の業績の推移や事業環境の変化等により、これらの関係会社株式
又は関係会社出資金について減損損失が発生する可能性があります。

（会計方針の変更に関する注記）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日）等を当事業

年度の期首から適用しております。なお、計算書類に与える影響はありません。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 21,459,826千円

2. 保証債務
関係会社の借入金に対する保証債務 7,920,440千円

3. 関係会社に対する金銭債権債務
関係会社に対する短期金銭債権 5,173,602千円
関係会社に対する短期金銭債務 44,648千円

4. 国庫補助金等受入により取得価額から直接減額した価額の内訳
建物 63,908千円
構築物 1,693千円
機械及び装置 287,508千円
工具、器具及び備品 8,937千円
土地 33,170千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
関係会社に対する売上高 2,397,581千円
関係会社からの仕入高 132,476千円
関係会社とのその他の営業取引高 21,853千円
関係会社との営業取引以外の取引高 3,988,667千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類および株式数
普通株式 9,989株
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（税効果会計に関する注記）
1. 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産
賞与引当金 173,435千円
未払事業税 13,764千円
退職給付引当金 532,207千円
投資有価証券評価損 17,207千円
貸倒引当金 39,938千円
繰越外国税額控除 138,296千円
その他 152,203千円

繰延税金資産小計 1,067,053千円
評価性引当額 △148,176千円
繰延税金資産合計 918,877千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △6,807千円

繰延税金負債合計 △6,807千円
繰延税金資産の純額 912,069千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳
法定実効税率 30.62％
（調整）
受取配当金の永久差異等 △16.23％
研究開発費等の特別税額控除 △1.05％
役員賞与 0.31％
外国税額控除 △2.25％
評価性引当額の増減 0.32％
所得拡大促進税制 △0.84％
その他 △0.45％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 10.43％

3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
税法の改正に伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税

金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更し計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）が14,867千円増加し、

法人税等調整額が15,062千円減少しております。
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社および関連会社等

（単位：千円）

属性 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
綜研化学
（蘇州）
有限公司

100％
微粉体等の販売
および購入
債務保証

銀行借入に
対する債務
保証（注１）

1,116,720 − −

子会社 寧波綜研化学
有限公司 100％

加工製品等の販
売および購入
債務保証

銀行借入に
対する債務
保証（注１）

1,199,440 − −

子会社
綜研高新材料
（南京）
有限公司

100％
粘着剤等の販売
債務保証
資金の貸付

粘着剤等の
販売 1,914,390 売掛金 507,647

銀行借入に
対する債務
保証（注１）

5,604,280 − −

資金の貸付
（注２）

貸付 651,000
流動資産
その他 620,400

返済 1,581,180

（注） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

取引条件および取引条件の決定方針等
（注１） 債務保証については、当該子会社の銀行借入に対して債務保証を行ったものであります。

なお、保証料は受け取っておりません。
（注２） 資金の貸付金利については、市場金利を勘案して決定しております。
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（収益認識に関する注記）
・収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表と同一であります。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,732円13銭
2. １株当たり当期純利益 252円93銭
（注）2025年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、当事業

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり情報の各金額を算定しております。

（重要な後発事象に関する注記）
「連結注記表（重要な後発事象に関する注記）」に記載しているため、注記を省略しております。

（その他の注記）
金額の端数処理
金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。


